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【大槌町林野火災に係る要望】
1.被災者再建支援制度の運用基準の緩和について
　〔国に対する事項〕
　　現行制度では被災全壊家屋が10世帯(件)未満の
場合、被災者生活再建支援金制度の適用対象外とな
り、被災者を救済することができないことから運用基
準の緩和を国に強く働きかけること。

　県では、国に対し、被災者生活再建支援金の増額や、支給対象を住宅半壊世帯全
てとするなど支給範囲の拡大等について、継続的に要望してきたところであり、引き続
き国の動向を注視し、制度の充実を働きかけていきます。
　なお、大槌町林野火災については、被災者生活再建支援金の支給対象にはなりま
せんでしたが、大船渡市林野火災など過去の災害時の支援との均衡も考慮し、県独
自の支援を実施することとしたところです。支援に必要な経費は、令和８年度一般会
計補正予算（第２号）で措置しており、速やかに支給できるよう取組を進めていきま
す。

【令和８年度一般会計６月補正予算（第２号）措置】
　被災者生活再建支援金支給補助（令和８年４月林野火災）　3,000千円

復興防
災部

復興く
らし再
建課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
2.災害等廃棄物処理事業費補助金の適用について
　〔国に対する事項〕
　　災害等廃棄物処理事業費補助金の対象とするとと
もに、火災によって生じた各種災害廃棄物を幅広く補
助対象とし、財政的負担の軽減となるよう国に強く働
きかけること。

　県では、今回の林野火災で生じた災害廃棄物を災害等廃棄物処理事業費補助金の
対象とするとともに、火災によって生じた各種災害廃棄物を幅広く補助対象とするな
ど、地元自治体に財政負担が生じないよう、必要な財政措置を講じるよう国に要望を
行いました。

環境生
活部

資源循
環推進
課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔国に対する事項〕
　　(1)　特別交付税措置の支援を国に強く働きかける
こと。

　県では、被災者や被災した事業者への支援、復旧・復興に要する経費に対し、創造
的復興交付金を含め特段の財政措置を行うよう要望しています。
　今後においても、大槌町の財政需要を国に丁寧に説明し、特別交付税を含めた財
政措置を求めていきます。

ふるさ
と振興
部

市町村
課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの
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【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔国に対する事項〕
　　(2)　激甚災害指定としての事業期間は、被災年度
を除く４年間となっているが、大規模な復旧事業が想
定されていることから、制度要件の緩和や期間延長を
国に強く働きかけること。

　県では、被災した民有林の復旧に向けた「森林災害復旧事業」について、必要な予
算を十分に措置するとともに、地方公共団体の財政負担を軽減するほか、森林災害
復旧事業計画概要書の提出期限の延長、補助対象への下刈り作業の追加など、補
助要件を緩和するよう要望しています。
　また、平成以降、国内最大規模の被害となった大船渡市林野火災に続き、大槌町林
野火災も甚大な被害となり、これらの被災森林の復旧に当たっては、県内外の林業事
業体が、両地域において、人員や資機材の投入、苗木の確保などを長期にわたり同
時期に行う必要があることから、大船渡市も含め「森林災害復旧事業」の事業実施期
間を延長し、一体的に事業を推進できるよう要望しています。
　今後も、様々な機会を捉え、国へ働きかけていきます。

農林水
産部

森林整
備課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

　県では、現地機関の体制を強化するため、令和８年６月より沿岸広域振興局農林部
に技術特命参事（総括課長級・林学職）を配置するとともに、宮古農林振興センター林
務室の林学職１人を沿岸広域振興局農林部兼務とする人的支援を行い、焼損地域の
現地調査など、林野火災に係る復旧・復興業務について、大槌町を支援しています。
　また、大槌町と連携し、町が保有する土地課税台帳等により対象地等を特定するな
ど、権利関係の整理に取り組んでいるほか、町が森林災害復旧の進度に合わせ、国
土調査の進捗も図っていく意向を示していることから、国に対し、地籍整備関係に必要
な予算を確保するよう要望しています。
　引き続き、町の意向に沿った支援を行っていきます。

総務部 人事課 Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔県に対する事項〕
　　(1)　県として、農林・土木技術系職員の人的対応
への支援を行うこと。特にも、国土調査が行われてい
ない山林が焼損していることから、土地調査及び登記
事務に対し支援すること。
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　県では、現地機関の体制を強化するため、令和８年６月より沿岸広域振興局農林部
に技術特命参事（総括課長級・林学職）を配置するとともに、宮古農林振興センター林
務室の林学職１人を沿岸広域振興局農林部兼務とする人的支援を行い、焼損地域の
現地調査など、林野火災に係る復旧・復興業務について、大槌町を支援しています。
　また、大槌町と連携し、町が保有する土地課税台帳等により対象地等を特定するな
ど、権利関係の整理に取り組んでいるほか、町が森林災害復旧の進度に合わせ、国
土調査の進捗も図っていく意向を示していることから、国に対し、地籍整備関係に必要
な予算を確保するよう要望しています。
　引き続き、町の意向に沿った支援を行っていきます。

農林水
産部

森林整
備課

農村計
画課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔県に対する事項〕
　　(2)　森林組合への人的対応支援を関係連合会な
どへ働きかけ、県として支援すること。

　大槌町林野火災の復旧に当たっては、県が、町、国、関係団体等と設置した大槌町
林地再生対策協議会において、今後、森林復旧計画の策定を検討することとしていま
す。
　令和８年３月、大船渡市とともに策定した大船渡市森林再生計画では、県は、広域
的な連携体制の構築に向け、県森林組合連合会や林業事業体等との連絡調整を行
うこととしており、林野火災復旧対策事業において、地域外の林業事業体が再生作業
に参画できるよう必要な予算を措置したところです。
　大槌町林野火災についても、大船渡市の取組を参考にしながら、一日も早い復旧・
復興を目指し、支援していきます。

農林水
産部

森林整
備課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔県に対する事項〕
　　(3)　地方財政負担の軽減するため、現行の制度を
十分に町へ情報提供すること。

　林野火災からの復旧・復興に伴う大槌町の財政負担の軽減に向けては、ヒアリング
等の場を通じて活用可能な制度を町に情報提供しているところです。
　今後においても、町の取組状況に応じて、必要な情報を提供していきます。

ふるさ
と振興
部

市町村
課

Ａ
提言の
趣旨に
沿って
措置

【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔県に対する事項〕
　　(1)　県として、農林・土木技術系職員の人的対応
への支援を行うこと。特にも、国土調査が行われてい
ない山林が焼損していることから、土地調査及び登記
事務に対し支援すること。
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【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔県に対する事項〕
　　(4)　昨年、発生した大船渡市林野火災の被害木の
販売との競合を防ぐため、県外出荷も想定されること
から、森林所有者への木材代金還元確保のため、遠
距離輸送にかかる運送費支援を行うこと。

　運送費支援については、今後、被災した森林の復旧に向け伐採が進むことにより、
大量の被災木の出材が想定され、従前とは異なる需要先への輸送が必要となること
も考えられることから、国に対し、運送費に係る経費について必要な支援が講じられる
よう要望しています。
　今後も、森林所有者の負担軽減の観点も踏まえ、町や林業関係団体等の実情を丁
寧に伺いながら、被災木の活用について検討を進めていきます。

農林水
産部

林業振
興課

Ｃ
当面は
実現で
きない
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
3.森林再生及び復旧復興事業の推進について
　〔県に対する事項〕
　　(5)　被災木撤除去作業に際し、伐倒方向がコント
ロールできなくなることにより、作業の危険性が高まる
こと、また除去作業に遅れが生じることが想定される
ため、高性能林業機械導入にかかる財政支援を行う
こと。

　高性能林業機械を導入することは、被災木の伐採等の現場において、安全性や作
業効率の向上が図られるものと認識しています。
　このため、県では、国に対し、先進的な林業機械等の整備を支援する「林業・木材産
業循環成長対策交付金」について、必要な予算を十分措置するよう要望しており、今
後も、事業者の負担軽減が図られるよう取り組んでいきます。

農林水
産部

林業振
興課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
4.観光需要喚起及び被災事業者支援について
　〔県に対する事項〕
　　(1)　林野火災の影響により低迷している観光需要
の回復を図るため、町が実施する観光需要喚起事業
に対し、必要な財政支援を講じること。

　県では、大槌町で発生した林野火災への支援として、地域の観光需要を喚起するた
めに大槌町が実施する「大槌町林野火災復興割事業」に要する経費に対し、支援を
行っているところです。
　また、大槌町や関係団体等と連携し、県内や首都圏で開催するイベント等におい
て、観光ＰＲ活動を実施することとしています。

商工労
働観光
部

観光・
プロ
モー
ション
室

Ａ
提言の
趣旨に
沿って
措置
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　県では、被災したことにより事業活動に支障が生じている事業者の早期の事業再開
を支援するため、令和８年度一般会計６月補正予算（第２号）において、「中小企業災
害復旧資金貸付金」を計上し、資金繰りを支援することとしています。

【令和８年度一般会計６月補正予算（第２号）措置】
　中小企業災害復旧資金貸付金　336,000千円
　中小企業災害復旧資金保証料補給補助　16,440千円

商工労
働観光
部

経営支
援課

Ａ
提言の
趣旨に
沿って
措置

　大槌町林野火災で確認された農業用施設・設備の復旧については、被害を受けた
農業者の意向を踏まえ、町・団体と連携しながら、必要な支援を検討していきます。

農林水
産部

農業振
興課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
5.被災者への支援
　〔国に対する事項〕
　　(1)　高齢者施設及び障害者支援施設等では、施
設管理者の判断により早期に他地域への避難を実施
せざるを得ない状況があったことを踏まえ、避難等に
要する経費について、自治体に負担が生じないよう、
適切な財政措置を講じるとともに、法の弾力的な運用
を可能とするよう国に働きかけること。

　高齢者施設等の避難に係る災害救助法の対象経費について、国においては、「原
則、避難所から避難所への移動に要する経費等が対象」としており、大船渡林野火災
では、自主避難を行った高齢者施設等の移送費は対象外とされたことから、県では、
事前に被害地域を予測することが困難な林野火災の特殊性を踏まえ、緊急避難が困
難な方々が入所する高齢者施設等における避難経費について、適切な財政措置を講
じるよう、これまでも国に要望を行ってきたところです。
　大槌町林野火災の対応については、現在国と協議中ですが、県では、令和８年６月
11日に、法の弾力的な運用等について改めて国に要望を行ったところであり、高齢者
施設等が、人命を最優先に考え、躊躇なく避難行動をとれるよう、引き続き国に働きか
けていきます。

保健福
祉部

長寿社
会課

障がい
保健福
祉課

Ａ
提言の
趣旨に
沿って
措置

【大槌町林野火災に係る要望】
4.観光需要喚起及び被災事業者支援について
　〔県に対する事項〕
　　(2)　被災した事業者の施設・設備復旧を支援する
ため、必要な支援制度の創設又は既存制度の拡充を
図ること。
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　県では、東日本大震災津波との二重被災への支援の一環として、岩手県こころのケ
アセンターの職員が避難所を巡回し、一人ひとりの状況に応じたメンタルヘルスのア
セスメントや相談支援を実施してきました。
　引き続き、被災された方々の心に寄り添いながら、大槌町や関係機関と連携し、必
要な支援を継続していきます。

保健福
祉部

障がい
保健福
祉課

Ａ
提言の
趣旨に
沿って
措置

　沿岸南部教育事務所等に配置しているカウンセラーが、学校等を定期的に訪問し、
被災地域の児童生徒の心のサポートや教員研修等を行うなど、被災地域の学校への
支援を火災発生後、直ちに実施しました。
　被災した児童生徒に対しては、中長期的なサポートが必要であることから、今後も児
童生徒等の状況を注視し、引き続き、必要な支援を実施していきます。

教育委
員会事
務局

学校教
育室

Ａ
提言の
趣旨に
沿って
措置

【大槌町林野火災に係る要望】
5.被災者への支援
　〔県に対する事項〕
　　(2)　被災者へ寄り添った心のケアに努めること。
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　林野火災警報等の広報・啓発については、令和８年１月の制度運用開始以来、県や
市町村、消防本部において、チラシの配布等により周知を行うとともに、林野火災警
報等の発令時には、防災行政無線やＳＮＳ等により、注意喚起を行ってきたところで
す。
　こうした中、大槌町林野火災が発生したことを受け、県では、消防本部等が参画する
「大槌町林野火災を踏まえた消防活動の改善に関する検討会（令和８年６月）」を設置
し、林野火災警報等の発令時の効果的な周知・広報等を通じた火災予防方策の検討
を進めていくこととしています。
　また、令和８年度は、消防庁事業を活用し、林野火災警報・注意報の制度や発令時
の禁止事項等を周知する動画やポスターを作成することとしており、これらも活用しな
がら、より効果的な広報・啓発に取り組んでいきます。

復興防
災部

消防安
全課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

　県や国、消防、林業関係団体等で構成する岩手県山火事防止対策推進協議会で
は、令和７年、大船渡市で大規模な林野火災が発生したことを受け、山火事防止運動
期間の始期を大船渡市林野火災の発災日である２月26日に前倒し、山火事防止対策
を推進してきたところです。
　こうした中、令和８年４月22日に大槌町で２件の大規模な林野火災が発生したことか
ら、４月24日に「山火事警戒宣言」を発令し、県民に更なる注意喚起を図ったほか、鎮
圧後の５月６日にも、大槌町で再び林野火災が発生したことを踏まえ、新たな林野火
災が発生することがないよう、改めて、県民一人ひとりに対し、山火事防止に向けた一
層の注意喚起を行ったところです。
　大規模な林野火災が２年連続して発生したこと等を踏まえ、今後、協議会において、
これまでの山火事防止運動の取組を検証するとともに、取組強化策について検討を
行うこととしており、関係機関・団体等と連携し、様々工夫しながら、あらゆる機会を捉
え、県民への注意喚起を繰り返し行うなど、山火事防止対策の一層の強化に取り組
んでいきます。

農林水
産部

森林整
備課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの

【大槌町林野火災に係る要望】
6.情報発信・防犯対策
　〔県に対する事項〕
　　全県的な山火事に対する警戒を県として強く発信
すること。
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【大槌町林野火災に係る要望】
7.今回の林野火災の検証
　〔県に対する事項〕
　　消防庁消防大学校消防研究センターや大学等の
専門家に協力いただき、県が主体となって今回の林
野火災の検証を行い、今後の対策に生かすこと。

　　県では、消防本部等が参画する「大槌町林野火災を踏まえた消防活動の改善に
関する検討会（令和８年６月）」を設置し、今回の林野火災への対応状況等を振り返り
ながら、関係機関相互の連携体制や受援体制など、効果的な消火活動の方策につい
て検討を行うとともに、林野火災予防につながる取組を検討することとしており、その
過程においては、陸上自衛隊岩手駐屯地や緊急消防援助隊指揮支援隊を担当する
仙台市消防局の意見も伺い、検討に反映することとしています。
　また、消防庁では、林野火災の消火活動における消火薬剤の効果的な活用につい
て検討を進めていくと承知しており、大規模林野火災を経験した本県として、消防庁の
検討に積極的に協力し、連携を図っていく考えです。

復興防
災部

消防安
全課

Ｂ
実現に
努力し
ている
もの
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